
行政サービス実施コスト計算書
平成23年４月１日～平成24年３月31日

その他の勘定
（単位：円）

科 目 金 額

Ò 業務費用
\ 損益計算書上の費用
業務費 1¶408¶500¶372

一般管理費 293¶727¶930

財務費用 332¶197 1¶702¶560¶499

] （控除）自己収入等
検査手数料収入 � 1¶176¶252¶050

財務収益 � 810¶941

雑益 � 92¶196 � 1¶177¶155¶187

業務費用合計 525¶405¶312

Ó 引当外退職給付増加見積額 1¶187¶563

Ô 機会費用
政府出資又は地方公共団体
出資等の機会費用

1 1

Õ 行政サービス実施コスト 526¶592¶876

［重要な債務負担行為］

件 名 契 約 金 額 翌期以降の支払
金額

１． 平成23年度固定型衛星通信システムの整備 272¶790¶000円 272¶790¶000円

２． 平成23年度統合原子力ネットワークの拡充強化及び
固定型衛星通信設備の整備に伴う防災情報システム
改造

139¶125¶000円 139¶125¶000円

３． 平成23年度統合原子力ネットワークの拡充強化及び
固定型衛星通信設備の整備に伴う防災通信システム
改造

187¶845¶000円 187¶845¶000円
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［重要な会計方針］
当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」並びに「独
立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（以下、「独立行政法人会計基準
等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。
１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。
運営費交付金業務については費用進行基準を採用しておりますが、これは業務達成基準及び期
間進行基準を採用することが、年度計画等において業務の実施と運営費交付金との対応関係が不
明確であることにより困難であり、費用進行基準を採用する必要があるためです。

２．検査手数料の収益計上基準
検査業務の収益計上基準
合格証発行時又は検査結果通知時に収益計上しております。

３．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10～18年
車両運搬具 ２～３年
工具器具備品 ２～15年

] 無形固定資産
ソフトウエア 定額法を採用しております。
なお、耐用年数は５年（法人内における利用可能期間）としております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
職員及び役員の退職給付に備えるため、退職一時金については、運営費交付金により財源措置
される部分を除き、当該事業年度末における期末要支給額に基づき退職給付に係る引当金を計上
しております。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在
職する職員及び役員について、当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積
額及び退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して計算しております。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成検査支出金については、個別法による原価法を採用しております。

６．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
７．共通経費の配賦基準について

独立行政法人原子力安全基盤機構の共通経費配賦基準を定める規程及び独立行政法人原子力安
全基盤機構の共通経費配賦基準取扱細則に基づき処理しております。

８．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲は、普通預金となっております。

９．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の算出に使用した利率は、10年利付国債の期末日時点の利率0•985％と

なっております。
10．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
［キャッシュ・フロー計算書関係］
１．資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3¶152¶934¶888円
定期預金 � 1¶963¶479¶912円

G G G G G G G G G

資金期末残高 1¶189¶454¶976円
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２．重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 11¶322¶219円

［行政サービス実施コスト計算書関係］
引当外退職給付増加見積額のうち、1¶187¶563円については国からの出向職員に係るものであります。
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